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情報銀行の活用促進に向けた取組
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令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度～

健康・
医療分野

教育分野

自治体・
行政

スマートシティ
相互連携分野

V5.0？V4.0？V3.0V2.2V2.1V2.0

 準公共分野（健康・医療、教育等）・相互連携分野（スマートシティ等）における情報銀行
を活用したパーソナルデータの連係・利活用を促すため、調査・実証事業を踏まえ、「情報
信託機能の認定に係る指針」の見直しを含めた検討を行う。

準
公
共
分
野

パーソナルデータの活用ニーズが高い分野における情報銀行の活用に向けた検討

調査・実証事業
・ニーズ把握、課題整理
・用途、取扱い可能な情報
・医師の関与の在り方 等

調査・実証事業
・ニーズ把握、課題整理
・教育分野の特徴を踏まえた
提供先に求める事項 等

改定に向けた議論
・健康・医療分野の
要配慮個人情報の
取扱いに係る要件 等

事業を踏まえた検討
教育データの取扱い
に係る要件 等

調査・実証事業
・ニーズ把握、課題整理
・自治体と企業との連携方法
・自治体内での活用方法 等 調査・実証事業

・スマートシティにおける都市OS
と情報銀行の連携の在り方

・複数分野間のデータ連携・活用
・実装可能な運営スキーム 等

事業を踏まえた検討
・自治体が保有するデータ
の取扱い
・都市OSと連携する際の
要件 等

情報信託機能の認定スキームの在り方に関する検討会

指針改定

有識者による
フォローアップ

認定指針の
バージョン

社会実装に向けた
取組の検討

社会実装に向けた
取組の検討

社会実装に向けた
取組の検討
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 準公共分野（健康・医療、教育、防災等）や相互連携分野（スマートシティ等）にお
けるパーソナルデータを含むデータの連携・利活用を促進することで、地域における新
たなサービスの創出や行政の効率化を実現し、地域課題の解決につなげる。

健康・医療分野の要配慮個人情報(既
往歴・アレルギー等)を取り扱えるよ
う、令和４年度に開催したWGでの議
論を踏まえ、『認定指針』を改定。

スマートシティ教育分野健康・医療分野
地域における多様なデータの連携・利
活用に向けて、スマートシティ等にお
ける都市OSと情報銀行との連携の在
り方等を検証する実証事業を実施。

個別最適な教育を実現するため、教育
分野の個人情報（学習データ等）の取
扱いに当たり、情報銀行や教育機関等
に求める要件等を検証する実証事業を
実施。

令和5年度の情報銀行に関する取組

• 7月に指針改定・公表済
（Ver.3.0）

• 予算事業による調査・実証を
実施しつつ、ルール見直し等を
2023年度中に検討

• 予算事業による調査・実証を実施
• 実証を踏まえたルール見直し等を

2024年度中に検討
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（参考）政府方針における情報信託機能（情報銀行）に関する記述

６．包括的データ戦略の推進と今後の取組 （３）当面重点的に取り組むべき事項
③ PDS・情報銀行
国民起点でのサービス設計に資する観点からは、個人が自らの意思でデータを蓄積・管理・活用できるこ

とが重要である。このため、準公共分野及び相互連携分野において、パーソナルデータを含む多様なデータ
を安全・安心に流通・活用するため、PDS（パーソナルデータストア）や情報銀行の活用可能性を検証する
ための実証等を実施する。

「デジタル社会の実現に向けた重点計画」 【令和５年６月９日閣議決定】

Ⅱ．「ＧＸ・ＤＸ等への投資」関連のフォローアップ ２．「ＤＸ」関連
（情報銀行の活用）
・2022年度に行った健康・医療分野における情報銀行の活用等の検討結果を踏まえ、2023年度末までに情報
銀行の認定指針を改定する。また、教育分野については2024年度目途で、スマートシティについては2025
年度目途で、それぞれの認定指針の改定を目指して実証を行う。

「成長戦略等のフォローアップ」 【令和５年６月１６日閣議決定】

（１）デジタルの力を活用した地方の社会課題解決・魅力向上
④魅力的な地域をつくる ⅱ準公共分野のデジタル化推進
⒝準公共分野・相互連携分野における情報銀行を介したパーソナルデータ利活用
・地方公共団体の保有するパーソナルデータを含む地域の多様なデータを連携・利活用することにより、地
域課題の解決や住民サービスの向上を図るため、相互連携分野等における情報銀行（個人の関与の下でパー
ソナルデータの流通・活用を進める仕組み）の活用ニーズを把握し、その実現に向けた方策を検討する。

「デジタル田園都市国家構想総合戦略」 【令和４年１２月２３日閣議決定】
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検討の背景
（「教育データ利活用ロードマップ」（令和4年1月）における情報銀行に関する記載）
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「教育データ利活用ロードマップ」における記述 １／５ 6



「教育データ利活用ロードマップ」における記述 ２／５ 7



「教育データ利活用ロードマップ」における記述 ３／５ 8



「教育データ利活用ロードマップ」における記述 ４／５ 9



「教育データ利活用ロードマップ」における記述 ５／５ 10



「教育データWG」の設置について
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教育分野における学習データ等の個人情報の取扱いに係る今後の検討

 教育分野における学習データ等の個人情報の取扱いについて、令和５年度中を目
途に結論を得ることを目標に、検討を行う。

 具体的に議論する場として「教育データWG」を別途立ち上げることとしたい。
 WGでは、有識者のプレゼンや事業者からのヒアリング等を実施しつつ、取り扱
う場合の要件等を議論し、最終的に検討会に報告する。

 また、WGは学校関係者・教育分野の専門家を構成員に含めるとともに、同分野
に関わる関係省庁にもオブザーバー参加いただき、連携しながら検討を進める。

想定スケジュール
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９月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

検討会

教育WG

2023年 2024年

第25回
ＷＧ設置

第1回
論点整理等

※検討会での議論次第では
継続して議論する可能性あり

WGとりまとめを踏まえた
取組の実施
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10月上旬

WGとりまとめ

2月下旬

ＷＧ報告

3月中旬
教育分野における検討
以外の事項に応じて開催

教育分野におけるデータの取扱い
について議論
２～３回開催



教育データWGの概要（案）

 「教育データWG」には、令和４年度予算事業「教育分野における情報信託機能の活用に係る調査」にて行った有識者会議のメンバーを中心に選定。

構成員候補（案）

氏名 所属等

安藤 大作 公益社団法人全国学習塾協会 会長

稲田 友 NTTコミュニケーションズ スマートエデュケーション推進室
担当部長

太田 祐一 株式会社DataSign 代表取締役社長

越塚 登 東京大学大学院情報学環 教授

森 亮二 英知法律事務所 弁護士

山本 圭作 高石市教育委員会 教育長

オブザーバー：こども家庭庁、デジタル庁、文部科学省、経済産業省、（一社）日本IT団体連盟

※五十音順
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 「個別最適な学び」の実現に向け、『教育データ利活用ロードマップ』に基づき、将来
的な学校内外でのデータ連携も見据えつつ、教育データ利活用と安全・安心の両立の実
現に資するよう、教育分野における情報信託機能の活用の在り方について検討を行う。

 具体的には、教育分野の個人情報の取扱いについて、教育分野固有の論点を整理すると
ともに、教育分野における情報銀行の活用に当たって必要なルールの在り方を検討する。

目的・検討内容

（主査）



具体的な検討事項（案） １

教育データを連携・活用するユースケースにはどのようなものがあるか。
情報銀行を介することでどのような価値が生まれるか。

（学校、家庭、学習塾等 主体毎にメリットを整理する）

１ ニーズの洗い出し・便益の整理

情報銀行が扱うことができる教育データの種別の範囲はどうあるべきか。
また、特別な配慮が必要な情報、扱うべきではない情報はあるか。

情報銀行におけるデータの集約・流通、各システムとの連携方法はどうあるべきか。

２ データの種別・取扱い

利用者個人が未成年者であることを踏まえ、同意取得、コントローラビリティの確保に
当たり留意すべき点は何か。
データの取得・提供に係る契約はどうあるべきか。
学校間・地域間でのデータの持ち運びにおいて、情報銀行が関与する意義はあるか。
その場合に留意すべき点は何か。

３ 同意取得・コントローラビリティ
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具体的な検討事項（案） ２

４ 利用目的の制限の要否

情報銀行において教育データを取り扱うに当たり、認定指針に定める要件に加えて求める
べき安全管理措置はあるか。
関係他省庁の取組、教育分野のガイドライン等との整合性について留意すべき点は何か。

６ その他課題

情報銀行が教育データを取り扱うことができる場合は、利用目的に応じて限定するべきか。
限定するのであれば、どのような利用目的に限るのがよいか。

多くの学校・教育機関でPマーク等の第三者認証を取得していない中、教育分野における
データ提供先に求めるセキュリティ要件はどうあるべきか。
第三者認証以外で、提供先となる学校や教育機関での安全性を担保する方法はあるか。

５ 提供先に求める要件
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